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〇
法
務
省
告
示
第
三
百
十
一
号

戸
籍
法
第
百
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
町

長
を
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
っ
て
戸
籍
事
務
を
取
り
扱

う
市
区
町
村
長
に
指
定
す
る
。

こ
の
指
定
は
、
平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
六
日
か
ら
効

力
を
生
ず
る
。

平
成
二
十
二
年
六
月
九
日

法
務
大
臣

千
葉

景
子

山
形
県
西
置
賜
郡
白
鷹
町
長

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
十
二
号

左
記
の
者
の
申
請
に
係
る
日
本
国
に
帰
化
の
件
は
、
こ

れ
を
許
可
す
る
。

平
成
二
十
二
年
六
月
九
日

法
務
大
臣

千
葉

景
子

住
所
愛
知
県
春
日
井
市
東
野
町
３
丁
目
８
番
地
2
1

趙
宏
波
昭
和
4
4年
８
月
２
日
生

李
万
燕
昭
和
4
4年
５
月
2
2日
生

趙
絢
華
平
成
1
3年
４
月
1
7日
生

趙
夏
輝
平
成
1
6年
１
月
５
日
生

住
所
名
古
屋
市
東
区
砂
田
橋
３
丁
目
２
番

1
0
2
`

1
4
2
8

号徐
鶴
昭
和
5
1年

1
1月

2
2日
生

住
所
名
古
屋
市
名
東
区
つ
つ
じ
が
丘
2
0
1番
地

孟
慶
涛
昭
和
4
7年
５
月
７
日
生

徐
艶
昭
和
4
8年
９
月
2
5日
生

孟
繁
玉
平
成
９
年
５
月
９
日
生

孟
繁
栄
平
成
1
4年
２
月
2
3日
生

住
所
名
古
屋
市
港
区
油
屋
町
１
丁
目
2
9番
地
1
0

馮
小
明
昭
和
5
9年
３
月
1
7日
生

住
所
愛
知
県
愛
知
郡
長
久
手
町
大
字
長
湫
字
荒
田
１
番

地
１
趙
奈
央
子
昭
和
4
6年
２
月
1
3日
生

住
所
横
浜
市
戸
塚
区
汲
沢
町
1
1
5
4番
地

劉
茂
果
昭
和
4
8年
８
月
７
日
生

住
所
横
浜
市
泉
区
和
泉
町
5
6
2
6番
地
1
5

李
銀
順
昭
和
3
0年
７
月
2
6日
生

住
所
横
浜
市
都
筑
区
荏
田
東
３
丁
目
1
8番
９
`
2
0
6号

金
明
香
昭
和
5
7年

1
0月

1
7日
生

住
所
川
崎
市
高
津
区
新
作
６
丁
目
４
番
６
`
2
0
3号

エ
ム
デ
ィ
・
イ
フ
テ
ィ
・
カ
イ
ル
ル
・
ハ
サ
ン
昭
和

5
3年

1
1月

1
0日
生

〔
告

示
〕

〇
戸
籍
法
第
百
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
指
定
に
関
す
る
件
（
法
務
三
一
一
）

J

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
三
一
二
）

〇
森
林
保
全
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る

日
本
国
政
府
と
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和

国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る

件
（
外
務
二
八
六
）

K

〇
サ
ン
タ
フ
ェ
橋
建
設
計
画
の
た
め
の
贈
与

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ニ
カ
ラ
グ
ア
共

和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
（
同
二
八
七
）

〇
ヨ
ル
ダ
ン
・
ハ
シ
ェ
ミ
ッ
ト
王
国
政
府
に

対
す
る
贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ヨ

ル
ダ
ン
・
ハ
シ
ェ
ミ
ッ
ト
王
国
政
府
と
の

間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
同
二
八
八
）

〇
特
許
手
続
上
の
微
生
物
の
寄
託
の
国
際
的

承
認
に
関
す
る
ブ
ダ
ペ
ス
ト
条
約
の
ル
ク

セ
ン
ブ
ル
ク
大
公
国
に
よ
る
批
准
に
関
す

る
件
（
同
二
八
九
）

L

〇
政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規
則
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府

短
期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
二
〇
一
〜
二
〇
三
、
二
〇
六
〜
二

〇
八
）

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
投
資
顧
問
業
者
営
業
保
証
金
取
戻

し
、
境
川
土
地
改
良
区
役
員
の
退
任
及
び

就
任
、
登
録
割
賦
購
入
あ
つ
せ
ん
業
者
の

営
業
の
廃
止
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
J

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

L
I

会
社
そ
の
他

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引

短
期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
二
〇
四
）

M

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
七
条
第

三
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短

期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
二
〇
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
農
林
水
産
八
八
五
〜
八
九
二
）

O

〇
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
関
す
る

法
律
の
規
定
に
よ
り
登
録
建
築
物
調
査
機

関
を
登
録
し
た
件

（
国
土
交
通
六
四
一
、
六
四
二
）

P

〇
海
上
に
お
け
る
フ
レ
ア
発
射
試
験
を
実
施

す
る
件
（
防
衛
一
〇
六
）

Q

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
八
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
沖
縄
総
合
事
務
局
三
二
）

〔
国
会
事
項
〕

Q

〔
人
事
異
動
〕

法
務
省

Q

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

貸
金
業
法
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
日
本
貸
金
業
協
会
か
ら
の
届
出
に
関
す
る

公
示
に
つ
い
て
（
金
融
庁
）

R

˜
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